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上場会社名 株式会社ワコールホールディングス 上場取引所 東・大 
コード番号 3591 本社所在都道府県 京都府 
 （URL  http://www.wacoal.co.jp/）   
代表者 役職名 代表取締役   
 氏 名 塚本 能交   
問合せ先責任者 役職名 経営管理部長   
 氏 名 大谷 郁夫 TEL (075)682-1010 
中間決算取締役会開催日 平成17年11月11日    
米国会計基準採用の有無 有    
 
１．17年9月中間期の連結業績（平成17年4月1日～平成17年9月30日） 
 (1)連結経営成績                  （注）表示金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。 

 売上高 営業利益 税引前中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期 82,566 △0.8 6,294 △44.3 6,693 △40.2
16年9月中間期 83,242 △1.3 11,292 87.5 11,187 67.1
17年3月期 160,968 △1.3 11,766 290.1 12,079 166.5

 

 中間（当期）純利益 
１株当たり 
中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年9月中間期 4,435 △31.7 30 81 ― ―
16年9月中間期 6,495 46.8 45 12 ― ―
17年3月期 6,790 134.0 47 17 ― ―

（注）①持分法投資損益     17年9月中間期           518百万円 16年9月中間期    463百万円 17年3月期         871百万円 

   ②期中平均株式数（連結） 17年9月中間期  143,942,282株 16年9月中間期 143,961,474株 17年3月期 143,956,284株 

   ③会計処理方法の変更   無 

   ④売上高、営業利益、税引前中間（当期）純利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

 (2)連結財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年9月中間期 234,308 182,358 77.8 1,266 90
16年9月中間期 221,444 173,661 78.4 1,206 31
17年3月期 226,196 175,746 77.7 1,220 93

（注）期末発行済株式数（連結） 17年9月中間期  143,940,330株 16年9月中間期 143,960,102株 17年3月期 143,944,440株 

 
 (3)連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

17年9月中間期 2,490 770 △4,072 23,531
16年9月中間期 1,317 △1,516 △2,676 24,599
17年3月期 2,045 △5,528 296 24,195

 
 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 36社   持分法適用非連結子会社数 なし   持分法適用関連会社数 9社 
 
 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 （新規） なし  （除外） なし     持分法 （新規） なし  （除外） なし 
 
２．18年3月期の連結業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日） 

 売上高 営業利益 税引前当期純利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円

通 期 164,000 1,000 2,400 1,900
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   13円20銭 
 
※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因 
によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の１１ページをご参照ください。 
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Ⅰ．企業集団の状況 

 

 当社の企業集団は、当社及び子会社３６社、関連会社９社で構成され、インナーウェア（主に婦人のファンデーション、

ランジェリー、ナイトウェア及びリトルインナー）、アウターウェア、スポーツウェア、その他の繊維製品及び関連製品

の製造、卸売販売及び一部製品の消費者への直接販売を主な事業としており、更にその他の事業として、飲食・文化・サ

ービス及び店舗内装工事等の事業を展開しております。 

 当社グループの事業に関わる位置づけ、及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

  なお、当社は、本年１０月より持株会社体制に移行し株式会社ワコールホールディングスに商号を改めるとともに、株

式会社ワコールを新たに設立し当社の営む全ての営業を承継しました。 

 

事業区分 営業区分 主要な会社 

国内 ㈱ワコール、㈱スタディオファイブ 

他１社                                            （計３社）

製造販売会社 

海外 WACOAL AMERICA INC.、華歌爾（中国）時装有限公司、            

㈱新栄ワコール（韓国）、台湾華歌爾股份有限公司、 

THAI WACOAL PUBLIC CO.,LTD. 

他３社                        （計８社）

国内 ㈱インティメートガーデン、㈱ウンナナクール 

他１社                      （計３社）

販売会社 

海外 WACOAL SINGAPORE PRIVATE LTD.、WACOAL HONG KONG CO.,LTD.、 

WACOAL FRANCE S.A.、WACOAL (UK) LTD. 

他３社                       （計７社）

国内 九州ワコール製造㈱、東海ワコール縫製㈱、                 

新潟ワコール縫製㈱、㈱トリーカ 

他４社                      （計８社）

縫製会社 

海外 WACOAL DOMINICANA CORP.（ドミニカ共和国）              

廣東華歌爾時装有限公司 

他２社                      （計４社）

国内 ワコール流通㈱ 

他１社                      （計２社）

繊維製品及び 

関連製品 

その他の 

 繊維関連会社 

海外 WACOAL INTERNATIONAL HONG KONG CO.,LTD. 

（計１社）

文化事業 

 サービス会社 

国内 ㈱ワコール、㈱ワコールアートセンター 

（計２社）

国内 ㈱ワコール、㈱七彩、和江㈱、ワコールサービス㈱、             

㈱キスコ、㈱ワコールキャリアサービス、㈱ハウスオブローゼ 

                                             （計７社）

その他 

その他の 

   事業会社 

海外 WACOAL INTERNATIONAL CORP.（米国）、 

和江留投資股份有限公司（台湾） 

他１社                      （計３社）

 

以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 
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原材料の供給 

半製品の供給 

（北米地区） 

（欧州地区） 

(アジア地区) 

原材料の供給 

製品の供給 

製品の供給 

製品の供給 

原材料の供給 

製品の供給 

原材料の供給 

半製品の供給 

製品の供給 

製品の供給 

製品の供給 

製品の供給 

運営管理 
サービスの提供 

販売什器の提供 
及び業務サービス等 

販 売 販 売 

業務サービス及び 
原材料の供給等 

製品の供給 

販 売 

 
 
 
 
                                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国  内 海  外 

消  費  者 
取  引  先 

（縫製会社     ８社） 
 
九州ワコール製造㈱ 
東海ワコール縫製㈱ 
新潟ワコール縫製㈱ 
㈱トリーカ 

他４社

株 
 
 
 

 

式 
 

 
 

 

会 
 
 

 
 

社 
 

 
 

 

ワ 
 
 
 
 

コ 
 
 
 
 

ー 
 
 
 
 

ル 
 
 
 
 
 
 

 

（投資会社      １社） 

WACOAL INTERNATIONAL CORP.     （米国）

（製造・販売会社   １社） 

WACOAL AMERICA INC.            （米国）

（縫製会社      ２社） 

WACOAL DOMINICANA CORP.(ドミニカ共和国）

                他１社

（販売会社      １社） 

WACOAL SPORTS SCIENCE CORP.    （米国）

（販売会社     ３社） 
 
㈱インティメートガーデン 
㈱ウンナナクール 

他１社

（その他の事業会社  ６社） 
 
㈱七彩 
和江㈱ 
ワコールサービス㈱ 
㈱キスコ 
㈱ワコールキャリアサービス 
㈱ハウスオブローゼ 
                         

（文化事業サービス会社 １社） 
 
㈱ワコールアートセンター 

（製造・販売会社   ２社） 
 
㈱スタディオファイブ 
                         他１社 

（販売会社       ２社） 

WACOAL FRANCE S.A.         （フランス）

WACOAL (UK) LTD.           （イギリス）

（投資会社他      ２社） 

和江留投資股份有限公司         （台湾） 
他１社

（製造・販売会社    ９社） 

 

廣東華歌爾時装有限公司         （中国） 
華歌爾（中国）時装有限公司     （中国） 
㈱新栄ワコール                 （韓国） 
台湾華歌爾股份有限公司         （台湾） 
THAI WACOAL PUBLIC CO.,LTD.    （タイ） 

他４社

（その他の繊維関連会社  １社） 

WACOAL INTERNATIONAL HONG KONG CO.,LTD. 

                     （香港） 

（販売会社        ４社） 

 

WACOAL SINGAPORE  

    PRIVATE LTD.   （シンガポール）

WACOAL HONG KONG CO.,LTD.      （香港）

他２社

原材料の供給 

（その他の繊維関連会社  ２社）

 
ワコール流通(株) 

他１社
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Ⅱ．経営方針 

 

１．経営の基本方針 

  当社グループは『女性共感企業』として、女性の美しい生き方を支援する企業を目指しています。事業領域とし

ては、「こころ」と「からだ」を総称して「ボディ」と捉え、すべての女性一人ひとりの「心身の個性美表現」

を支援する事業、「ボディデザイニングビジネス」(The Body Designing Business)を積極的に展開しています。

このメッセージを具現化し、顧客の共感を得るために、顧客の期待する「美」「快適」「健康」を「インティメー

トアパレル事業」「ウエルネス事業」における商品やサービスを通し、「本物の価値」として提供していきます。

そしてこれらが顧客の感動や賛同につながっていくことによって企業ブランド“ワコール”に対するロイヤルティ

が高まっていくものと考えます。さらには、こうした事業を通じて顧客に支持されることにより継続的に成長を続

ける企業であることが、株主価値も高めていくことにつながるものと考えます。また事業規模の拡大こそが収益を

向上させ、従業員の働く場をつくり働きがいを創出するという原点に立ち返り、積極的に市場の奪取とリーディン

グカンパニーとしての新しい価値の創出に挑戦します。 

あわせて企業が社会からの信頼と共感を得て共存していくためには、環境問題など企業の社会的責任（ＣＳＲ：

Corporate Social Responsibility）の観点に対しても積極的に関わっていくことが必要と認識しています。ＣＳ

Ｒに配慮した経営を行い、ワコールが独自性を発揮できる分野での社会貢献活動を強化することにより、ブランド

力の向上や競争優位の確立につなげていきます。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

株主の皆様への利益配分に関しましては、収益力向上のための積極的な投資による事業価値の向上を図りながら、

１株当たり利益の増加を図るとともに、安定的な配当を実施いたすことを基本方針としています。内部留保金につ

きましては、事業価値向上の観点から、ＳＰＡ（製造小売）による新しい売り場開発、その他の顧客との接点開発

や、海外における積極的な投資に加えて、新規事業への参入や業務提携、Ｍ＆Ａといった新たな事業投資に重点配

分し、将来の収益向上を通して、株主の皆様への還元を図ってまいりたいと考えています。 

 

３．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

当社は、投資家による自社株式の長期安定的な保有を促進するとともに投資家層の拡大を図ることが重要と考え

ています。このためには個人投資家を想定した投資単位の引き下げは有用な施策の一つであると認識していますが、

今後、株式市場の趨勢などを勘案するとともに、これに要する費用と効果などを検討した上で株主重視の視点から

慎重に対処していきたいと考えています。 

 

４．目標とする経営指標 

目標とする経営指標としましては、ＲＯＥ（株主資本利益率）６％以上、営業利益率９％以上の達成を当面の目

標として掲げています。 

 

５．中長期的な会社の経営戦略 

限られた経営資源を最大限に活用するため、「事業の選択と集中」を行い、競争優位性のある分野に経営資源を

集中投下することで収益を上げる一方、その競争優位性のある分野・領域の裾野を広げることで事業の拡大を図っ

ていきます。その観点から、現在当社グループが展開する事業に対し、収益性と成長性に基づいた事業ポートフォ

リオによるポジショニング分析を行っています。そして収益性が高く、安定成長期にあるワコールブランド・ウイ

ングブランドのインティメートアパレル事業の市場でのポジショニングをより強固なものにすると同時に、今後の

成長性が期待されるが収益力がまだ十分に伴っていない通信販売事業、ウエルネス事業、ＳＰＡ事業の収益力をつ

け、当社グループの新たな成長の原動力としていきたいと考えています。 

さらに現在の事業活動の延長線上以上に、より加速感のある成長を目指すことを目的に、新たな成長戦略「ＣＡ

Ｐ２１」（ＣＡＰ：企業活性化プロジェクト Corporate Activation Project の頭文字）を推進しています。 
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ＣＡＰ２１の推進 

（１）国内インナーウェア市場における拡張戦略 

 ＜ＭＤ拡張＞  ・中高級品市場から、幅広い価格帯へ 

    ・高付加価値重視から感性重視へ 

 ＜チャネル拡張＞ ・ＳＰＡ、通販など直営チャネルの強化 

・ワコールらしさを生かしたＯＥＭの実施 

＜サービス拡張＞ ・「美」への強いニーズに応えるカウンセリングサービスの強化 

 

（２）海外インナーウェア市場への積極展開 

  地理的拡張やブランド拡張、チャネル拡張を図り、海外における成長を加速する。 

 

（３）国内関連業界への積極参入 

ワコールの事業領域を示すキーワード「美」「快適」「健康」に則し、周辺領域の業界から事業展開の拡

大にふさわしい新たな成長オプションを見極め、積極参入を図る。 

 

これら（１）～（３）の方向性の中で実際の成長オプションを実現していく手段として 

 ・内部留保金を使った積極的な事業投資 

 ・ＷＩＮ－ＷＩＮの関係を作る事業提携や資本参加、Ｍ＆Ａの推進 

・グローバル視点での成長戦略の構築 

・既存事業における徹底した効率追求による競争力のある体質への変革 

を検討しています。 

  また企業の持続性や社会的責任の観点から、企業倫理遵守の徹底や環境への取り組みを進めていきます。 

 

現在取り組み中の重点施策 

（１）基幹ブランド（ワコールブランド／ウイングブランド） 

ワコールブランドについては当社グループの基幹ブランドとして、ワコールらしい高機能・高付加価値商品を開

発し、消費者に向けて明快なメッセージを発信することでキャンペーンを成功に導き、シーズンビジネス全体の推

進力としていきます。また現行の展開チャネルの中で、従来の平場ビジネスでの顧客接点づくりから、別売場にミ

ドル・シニア世代向けのテーマソリューション業態（顧客の悩みや要望に的確に応える仕組みや環境を備えた売場）

等を積極的に開発・展開し、顧客との接点拡大と顧客サービスの向上を図ります。 

ウイングブランドについてはキャンペーン商品を含め、カタログ販売、インターネット販売とのチャネルの複合

化や、都市部の直営店展開も視野に入れることで、積極的に顧客接点の拡大を図ります。オープンチャネル化する

にあたって、これまでのチェーンストア以外の業態でも競争力を維持できるようにブランド投資を行い、現在の営

業利益率を維持しつつ売上拡大を目指します。 

（２）ＳＰＡ業態の積極的な展開 

現在展開を進めている４ブランド（ウンナナクール、スビート、アンフィ、スーラプラージュ）の出店をさらに

進め、平成１９年３月期での黒字化を目指します。 

（３）通信販売の積極的な展開 

カタログ販売に加えて、インターネット販売の強化を通して新しい顧客接点を積極的に開発します。またインナ

ーウェア商品の売上拡大を図り、ＳＰＡ向けブランド以外にキャンペーン商品を含めたワコールブランド、ウイン

グブランド商品の通信販売を行っていきます。 

（４）ウエルネス事業の積極的な展開 

中核となるブランド「ＣＷ－Ｘ（シーダブリューエックス）」を中心に、新業態・販売チャネルの開拓や新商材

の開発を行い売上拡大を図り、インナーウェアビジネスに次ぐ事業の柱を目指します。 

（５）中国市場への重点投資 

中国市場は単に現在の市場環境において売上を競うという考え方ではなく、将来アジアをリードする市場と位置

づけて高いブランドプレゼンスを確保するためのブランド投資を行います。平成１９年３月期には黒字化すること

を前提に事業拡大に取り組みます。 
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企業の社会的責任について 

（１）企業倫理（ビジネス・コンプライアンス）の遵守 

企業倫理の遵守は法や社会的規範を守ること、企業理念に基づき社内規定に従って行動すること、そして社会の

さまざまな要請に誠実に応えることと考えます。ワコールは創業以来、法などから逸脱した行為を厳に戒め、正々

堂々と営業し続けてきましたが、今後も企業活動のあらゆる場面や行動を企業倫理の観点から見直すために作成し

た「企業倫理・ワコールの行動指針」、米国企業改革法に対応して制定した「役員、従業員の倫理規範」に基づき、

さらに企業倫理の遵守を徹底していきます。 

 

（２）環境経営の推進 

当社グループは平成１２年から環境マネジメントシステムの構築に取り組み、平成１３年２月に京都地区事業所

と長崎ワコール縫製株式会社（現九州ワコール製造株式会社）においてＩＳＯ１４００１の認証を取得しています。

今後は環境マネジメントシステムを当社グループ全体に展開し、業界の中でトップレベルの環境経営を目指してい

きます。 

 

（３）社会貢献活動の展開 

当社グループでは昭和４９年から、乳がんなどで乳房を失った女性に独自開発のインナーウェアや水着を提供す

るリマンマ事業を展開し、全国各地で無料の相談会や試着会を開催しています。また、現在ピンクリボン活動（乳

がん早期発見啓発活動）を推進することにより、「女性とともにある企業」として社会への貢献活動を進めていま

す。 

 

６．会社の対処すべき課題 

人口の高齢化に伴い当社ブランドにおける顧客層の平均年齢が上昇しています。一方で若年層消費者のファッシ

ョン商品に対する消費行動の変化がインナーウェアの購買行動にも見られます。こうした顧客層の年齢変化や消費

者の価値観の多様化に対し新たな付加価値の創造やコミュニケーション手段の確立が必要になっていると考えてい

ます。 

さらに若年層の消費行動の変化は新たな低価格商品の市場を形成するとともに事業者間の競争を激化させており、

こうした市場環境の中でいかにして優位に立つかが大きな課題と考えます。 

また長年にわたり当社グループの成長を支えてきた百貨店やチェーンストア、専門店といった既存チャネルが停

滞する中で新たなチャネルでの事業規模の拡大が急務となっています。 

 

７．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 当社は本年１０月より持株会社体制に移行し株式会社ワコールホールディングスに商号を改めるとともに、株式

会社ワコールを新たに設立し当社の営む全ての営業を承継しました。持株会社体制へ移行することにより、グルー

プ企業全体においては戦略的な意思決定や最適な資源配分を、傘下の各事業会社においては責任と権限が明確かつ

機動的な業務執行を、より効果的に行っていきます。 

 

（１）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、「株主」「顧客」をはじめとするすべてのステークホールダーの視点から、企業経営の透明性

を高め、公正性、独立性を確保することを通じて企業価値の持続的な向上を図ることをコーポレートガバナンスの

基本的な方針、目的としています。 
 
（２）コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 
会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

当社は監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会による業務執行の監督及び監視を行っています。 

平成１４年６月には、取締役会の意思決定の迅速化や監督機能の強化、業務執行責任の明確化のため、執行役員

制度を導入しています。これにより従来取締役が担ってきた事業部門や管理部門の責任者はそのほとんどを執行役

員が取って代わることとなり、それとともに取締役の人数が減少いたしました。 

現在、取締役会は取締役７名（内、社外取締役２名）と監査役５名（内、社外監査役３名）で構成しており、経

営方針、経営戦略などの重要な業務に関する事項や法令、定款で定められた事項の決定を行います。 
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監査役会は監査役５名で構成しており、経営に対する監視・監査機能を果たします。 

また、取締役及び監査役で構成するグループ経営会議を設置し、グループ経営戦略やその他主要な経営課題に関

する事項の検討、ならびに取締役会での審議事項の事前審議などを行います。 

なお、当社は業務プロセスの適正性や効率性を監査する目的で監査室を設置し、関係会社を含めたモニタリング

を実施しています。 

さらにコーポレートガバナンスの充実と財務情報等の開示内容の信頼性確保のため、平成１５年８月に情報開示

委員会を設置しています。同委員会は、代表取締役ならびに財務担当取締役が米国証券取引委員会（ＳＥＣ）に提

出する年次報告書（２０－Ｆ）について、米国企業改革法３０２条に基づいて当社における情報開示に関する開示

統制及び内部統制が適正に行われ、かつ開示内容が正確であることを確認し、代表取締役ならびに財務担当取締役

はその報告に基づき宣誓書を作成します。さらには金融庁に提出する有価証券報告書・半期報告書についても同様

の手続きをとり、その適正性を確認します。 

リスク管理ならびにコンプライアンス推進の体制としては、平成１４年４月に企業倫理実践委員会を発足させ、

役員、執行役員、従業員の行動規範として「企業倫理・ワコールの行動指針」を制定、企業倫理の啓発、浸透及び

定着を図ってきました。同時に「企業倫理・ワコールの行動指針」に照らして疑問がある場合やこれに反する行為

が発生したとき相談・報告する企業倫理ホットラインを開設しています。役員、従業員の行動基準違反や法令違反

を未然に防ぐとともに、発生した場合にはこれを早期に発見し、速やかに対処することによって企業の健全性を確

保する目的を持っています。また企業倫理の遵守体制を一層強化し徹底を図るため、企業倫理実践委員会を再編強

化し、平成１６年７月に社長をトップとする企業倫理委員会として新たに発足させました。同年５月には米国企業

改革法に対応し「役員、従業員の倫理規範」を制定しています。 

 

当社グループのコーポレートガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜取締役会＞  
      取締役 ７名 
（内、社外取締役 ２名） 
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＜グループ経営会議＞

取締役 ７名 
監査役 ５名 
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＜四半期業績確認会議＞ 
取締役 ７名 
監査役 ５名 
各事業会社･部門 代表者 

監査室
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会計監査 

当社は監査法人トーマツとの間に、商法及び証券取引法に基づく会計監査契約を締結しています。同監査法人及

び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また、同監査法人は既

に自主的に、業務執行社員について当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっていま

す。当中間期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記の通りです。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

 指定社員 業務執行社員 ： 矢吹幸二、西浦孝充、浅賀裕幸 

 会計監査業務に係る補助者の構成 ： 公認会計士 ６名、会計士補３名  
 

（３）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外取締役及び社外監査役と当社との間に特別な利害関係はありません。 
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Ⅲ．経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績 

当中間期の日本経済は、企業収益の改善や家計所得の改善による個人消費の増加など、景気は緩やかに回復しつ

つあります。海外につきましては米国の景気拡大が続いており、アジアにおいても全般に景気の回復から拡大基調

にあります。 

一方、女性ファッション衣料品業界におきましては、当中間期の天候が安定して推移したこともあり、天候不順

の影響を大きく受けた昨年同期と比較して回復は見られますが、依然として長い不振から抜け出したという感には

ありません。 

こうした中にありまして、当社グループは主力事業会社である株式会社ワコールを中心に、商品力の向上を図り

消費者ニーズに適合した商品の開発を行うとともに、直営店や通信販売など新たな顧客との接点開発に努めました。 

ワコールブランド事業本部におきましては、春のキャンペーン商品「デコルテメイクブラ」が好調な立ち上がり

を見せましたが、中盤以降はその勢いを失ったことや、続く夏のキャンペーン商品「キャミブラ ３－Ｄナミナ

ミ」の一部に不良品が発生したため一時店頭商品の回収を行うなどしたことから、第１四半期の売上は計画を下回

りました。その後７月に発売した秋のキャンペーン商品「ヒップウォーカー」は発売当初から好調な売れ行きを続

けており、当初の販売計画を大幅に上回る見込みです。その他には高級ブランドの「トレフル」、ターゲット別商

品戦略としてミドル・シニア世代を対象とした高付加価値ブランド「ラヴィエゼ」「グラッピー」が順調に推移し

ています。 

ウイングブランド事業本部では、夏のキャンペーン商品「ナチュラルフィットブラ」が新規性を欠いたことから

計画を大きく下回りました。一方、秋のキャンペーン商品「スタイルアップパンツ」は大好評を博しており、当初

計画を大きく上回る見込みです。ワコールブランドの「ヒップウォーカー」、ウイングブランドの「スタイルアッ

プパンツ」のいずれも、従来の“着用時の体型補整”という補整機能下着の概念を超え、着用することによって筋

肉に働きかけ運動機能が促進され、その結果、身体自体が鍛えられてヒップアップするという画期的な機能性が多

くの女性の支持を得たものと考えています。 

ダイレクトマーケティング事業本部におきましては、新しいチャネル開発、顧客接点の拡大を目的にスタートし

たＳＰＡ（製造小売）事業は、ブランドの認知度も高まり、店舗数、売上ともに順調に拡大しつつあります。通信

販売事業は主力カタログの「ラブボディ」が受注件数、購買単価ともに低下しました。下着専門カタログの「ワナ

ビー」やインターネット販売は前年実績を上回りましたが、全体としては計画を大きく下回り、不振が続いていま

す。また、インナーウェアのセミオーダー事業の「デューブルベ」は、当初の展開モデルであった事前予約制のサ

ロン形式からショッピングモールなどの一般商業地域での通行客を対象としたオープン形式の展開に切り替え、積

極的な出店を進めています。 

ウエルネス事業では、主力商品のスポーツコンディショニングウェア「ＣＷ－Ｘ（シーダブリューエックス）」

やＣＷ－Ｘの新グループとして今春発売した高機能アンダーウェア「Ｘ－ＦＩＴ（エックスフィット）」が順調に

推移しているほか、株式会社セブン-イレブン･ジャパンと共同開発したパンティストッキングに、さらにタイツや

ショーツといった新たな商材を加え、大きく売上を伸ばしています。 

海外事業に関しましては、アジア地域は各国の景気動向と同様に中国、台湾など順調な地域がある一方で、韓国

など不振の地域もある状況です。当社グループではＡＦＴＡ（ＡＳＥＡＮ自由貿易地域）の実現を念頭におき、共

通商品の開発や販売を開始しました。米国市場におきましては、中高級・高級百貨店が好調に推移しており、これ

らのチャネルで展開する米国ワコールの事業も好調に推移しました。 

これらの結果、当中間期の売上高は８２５億６６百万円で、前中間期に比し、０．８％の減少となりました。 

利益面では、当中間期の営業利益は６２億９４百万円で、前中間期に比し、４４．３％の減少となりました。 

税引前中間純利益は６６億９３百万円で、前中間期に比し、４０．２％の減少、中間純利益は４４億３５百万円

で、前中間期に比し、３１．７％の減少となりました。利益が前中間期に比して各段階で大きく減少していますが、

これは前中間期には厚生年金基金代行返上に伴う一時処理額控除前利益７１億円を計上するとともに、一時処理額

９億２８百万円を原価と販売費及び一般管理費に含めて計上していたことの反動によります。 

事業の種類別売上は、「繊維製品及び関連製品」の当中間期売上高が７５６億６２百万円で、前中間

期に比し、０．７％の減少、「その他」は６９億４百万円で、前中間期に比し、１．５％の減少となりました。 

所在地別売上は、「日本」が７２９億６３百万円でグループ全体の８８．４％を占め、「アジア」が３．５％、

「欧米」が８．１％となりました。 
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２．財政状態 

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、厚生年金基金代行に伴う一時処理額控除前利益の影響を除い

た営業利益が増加したことなどにより、前中間期に比し１１億７３百万円増加し、２４億９０百万円の収入となり

ました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、株式の取得及び西日本流通センターに関連する固定資産の取得による支

出が生じましたが、有価証券の売却及び償還収入などにより７億７０百万円の収入となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払、短期借入金の返済などにより４０億７２百万円の支出と

なりました。 

これらの合計から為替変動による現金及び現金同等物への影響額を控除した現金及び現金同等物の当中間期末残

高は、前期末に比べ６億６４百万円減少し、２３５億３１百万円となりました。 

また、営業キャッシュ・フローから設備投資額を差し引いたフリー・キャッシュ・フローは、４億８９百万円の

支出となりました。 

 

キャッシュ・フローの指標トレンド 

 
14 年 3 月期 15 年 3 月期 16 年 3 月期 17 年 3 月期 

17 年 9 月 

中間期 

株主資本比率(％) ７５．１ ７３．７ ７６．０ ７７．７ ７７．８ 

時価ベースの株主資本比率(％) ６５．９ ５８．５ ６７．９ ９０．６ ９２．２ 

債務償還年数(年)   ０．９   ０．８   ０．８   ３．３       － 

インタレスト･カバレッジ･レシオ(倍) ３７．５ ５１．０ ４５．６ ２４．１ ５９．３ 

     株主資本比率＝株主資本／総資産 

     時価ベースの株主資本比率＝株式時価総額／総資産 

     債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い 

        利払い＝連結キャッシュ・フロー計算書補足情報の「現金支払額 利息」 

 

３．事業等のリスク 

 当社グループの業務、業績及び財政状態は、下記の要因を含むリスク及び不確定要素により影響を受ける可能性

があります。これらのリスク及び不確定要素は、当社グループに対し重大な悪影響を与え、当社株式の市場価格を

大幅に引き下げる可能性があります。 

（１）低調な国内個人消費が回復しない場合には、売上及び収益の増加は難しい可能性があります。 

（２）主力販売先である国内の百貨店その他一般小売業における不況が、当社グループの業績及び財政状態に重大な  

悪影響を与える可能性があります。 

（３）当社グループの業績は、消費者の変わりやすい嗜好及び需要を的確に予測し、それに応え、かつ利益につなが

るような商品を開発していく能力に左右されます。また、製品企画に関する誤った判断やその他の失策があった

場合、当社グループのブランドイメージが悪化する可能性があります。さらに欠陥商品の販売など、当社グルー

プの評判も損なうような事態が生じた場合、当社グループの業績及び財政状態に重大な悪影響を与える可能性が

あります。 

（４）将来の売上及び収益の増加は、ヤング世代への売上の増加、またミドル・シニア世代向けの新しい製品の開発

にも左右されると考えられます。しかしながら、これら世代をターゲットとした継続的かつ利益率の高い売上の

増加に向けた努力が成果を生むことは保証できません。 

（５）当社グループは通常、商品の販売時期や、流行が消費者の購買動向に確認される以前に当該商品の製造を行う

ため、商品への需要の変動が在庫に影響を与える可能性があります。在庫の評価替は、在庫滞留期間、流行遅れ

の度合い、実際の商品の動き、需要の変化などを基準として行います。このような評価替は、評価損の程度や該

当する在庫の数量によっては、業績に悪影響を与える可能性があります。 

（６）国内個人消費が引き続き低調であると予想され、当社グループにおきましても今後しばらくの間、大幅な売上

の増加は難しいと考えられます。従って、利益率向上のためにはコスト削減が必要になると考えられます。しか

し、大幅なコスト削減の成功、または売上の低下を補うだけのコスト削減効果を上げることは保証できません。 
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（７）ＳＰＡ事業戦略は、集客力がある魅力の高い店舗立地を確保できるかどうかに大きく左右されます。また設備

投資、賃料その他の費用条件により、十分な収益が得られる新規出店ができない場合も考えられます。当社グル

ープは直営店運営の経験が浅いため、これらのリスクを解決できない可能性があります。 

（８）カタログ・インターネット通信販売事業における競争は激しく、競合他社の多くは当社グループよりも多くの

経験を有し、より多くの資源をこれらのチャネルに投入しています。こういった状況の中で当社グループが一般

小売チャネルの長期的な横ばい、ないしは減少傾向を補い、直面する問題を解決するに足るだけの売上増加を確

保できない可能性があります。 

（９）インナーウェアその他の衣料品販売における競争は非常に厳しいものとなっています。競争の激化は、価格の

値下げ、広告宣伝費の増加、売上高及び市場シェアの減少などにつながり、当社グループの業務、業績及び財政

状態に重大な悪影響を与える可能性があります。 

（１０）当社グループの業績は、毎年春、夏及び秋冬のキャンペーンにおいて展開するキャンペーン商品や季節商品

の成否に大きく左右されやすく、これらは天候不順の影響を受けます。 

 （１１）現在、国内で販売されている商品の多くは国内で調達・製造されていますが、今後長期的にはコストの低い  

中国など海外の生産比率が拡大することが予想されます。また当社グループの売上が米国、欧州及び中国などの  

海外市場でも拡大することを期待しています。これらの目標や動向により、海外業務に関するさまざまなリスク  

が増加する可能性があります。 

（１２）当社グループは多くの国内公開会社の株式を保有しています。これら株式の大幅な価格下落は、該当する会

計年度における当社グループの財政状態に悪影響を与える可能性があります。 

（１３）当社グループ製品の主要材料の一部は限られた数の取引先に依存しているため、これらの主要取引先が倒産

その他の経営上の問題に陥った場合、または当社グループとの取引を中止した場合には、特に問題が生じる可能

性があります。また材料費が増加し、その費用を顧客への販売価格に反映できない場合には、当社グループの収

益に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（１４）退職給付債務及び年金資産については、保守的な会計方針に従って十分と考えられる額の年金コストを費用

計上しています。しかし年金資産の運用結果が株式・社債市場の低迷その他の要因により悪化した場合には、追

加の拠出や費用が必要となる可能性があり、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を与える可能性がありま

す。 

（１５）当社グループが顧客の個人情報及びデータを適切に保護することができなかった場合には、当社グループの

業務及び製品に対する顧客の信用が失われ、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（１６）今後、当社グループは商標その他の関連する紛争に直面する可能性があり、また類似商品や他者による商標

及び知的財産権侵害を防御することができず、当社グループの事業に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

４．通期の見通し 

今後の経済情勢につきましては、企業収益の改善や設備投資が増加しつつあり、これを受け個人消費についても

緩やかに増加の傾向にあると観測されているものの、まだ目に見えて状況が好転しているという段階にはないと思

われます。海外におきましては景気は着実に回復しており、特に米国は拡大基調にあります。なお原油価格の動向

が内外の経済に与える影響にはしばらく留意が必要と考えられます。 

国内女性ファッション衣料品業界におきましては、夏のクールビズ以上に今冬のウォームビズへの対応を各社と

もに整えており、その効果が期待されます。 

このような状況にあって、当社グループは各世代層の消費者に支持される商品の開発に一層努めますとともに、

顧客との新しい接点拡大のため、中期経営計画に則り、積極的な施策を実行していきます。 

利益面におきましては、株式会社三菱東京フィナンシャル･グループと株式会社ＵＦＪホールディングスの合併

にあたり、当社が保有する株式会社ＵＦＪホールディングスの株式が株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル･グルー

プの株式に交換されることにより、その他の収益として株式交換益１１億円が発生する一方で、営業費用として、

１０月に発表しました特別希望退職の募集による特別加算金などの費用５８億円を見込んでいることに加え、名古

屋ビルの建物廃棄や京都物流センターの売却に係る損失を合計で９億円計上することにより当初予想数値を大きく

下回ることになります。 

これらを反映した結果、通期の見通しとしましては、売上高１，６４０億円、営業利益１０億円、税引前当期純

利益２４億円、当期純利益１９億円を目標としています。 

なお当期の配当につきましては当初の予定通り、1 株当たり２０円といたす予定です。 
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Ⅳ－１．連結貸借対照表 

 

科 目 
当中間期 

平成17年9月30日現在

前  期 

平成17年3月31日現在
増減金額 

前中間期 

平成16年9月30日現在

（資産の部） 百万円 百万円 百万円 百万円

     

Ⅰ．流動資産     

      

 現金及び預金 8,014 7,173 841 7,157 

 定期預金及び譲渡性預金 15,517 17,022 △1,505 17,442 

 有価証券 37,985 43,396 △5,411 40,303 

 売掛債権     

  受取手形 530 677 △147 1,530 

  売掛金       25,494       20,879    4,615       23,258 

  26,024 21,556 4,468 24,788 

   返品調整引当金及び貸倒引当金      △3,108      △2,214    △894      △2,867 

  22,916 19,342 3,574 21,921 

 たな卸資産 26,829 26,785 44 25,912 

 繰延税金資産 5,251 4,811 440 5,225 

 その他の流動資産 1,997 1,771 226 4,584 

    流動資産計 118,509 120,300 △1,791 122,544 

      

Ⅱ．有形固定資産     

     

 土地 21,299 21,382 △83 19,955 

 建物及び構築物 57,039 56,719 320 56,020 

 機械装置及び工具器具備品等 13,467 12,918 549 12,339 

    建設仮勘定        1,602          634      968          958 

 93,407 91,653 1,754 89,272 

    減価償却累計額      △40,780 △39,827 △953 △39,242 

     有形固定資産計 52,627 51,826 801 50,030 

     

Ⅲ．その他の資産     

      

 関連会社投資 14,518 13,543 975 12,772 

 投資 39,564 31,479 8,085 27,078 

 繰延税金資産 841 649 192 700 

 敷金及びその他 8,249 8,399 △150 8,320 

   その他の資産計 63,172 54,070 9,102 48,870 

資産合計 234,308 226,196 8,112 221,444 

(注) 増減金額は当中間期と前期との比較で表示しております。 
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科 目 
当中間期 

平成17年9月30日現在

前  期 

平成17年3月31日現在
増減金額 

前中間期 

平成16年9月30日現在

（負債の部） 百万円 百万円 百万円 百万円

  

Ⅰ．流動負債     

      

 短期借入金 5,616 6,752 △1,136 3,544 

 買掛債務     

   支払手形 2,747 2,657 90 2,388 

   買掛金         10,026         10,299    △273         10,118 

  12,773 12,956 △183 12,506 

 未払金 3,890 6,384 △2,494 4,649 

 未払給料及び賞与 6,511 6,580 △69 6,580 

 未払法人税等 2,660 370 2,290 2,481 

 一年以内返済予定長期債務 52 60 △8 275 

 その他の流動負債 2,463 1,868 595 2,530 

     流動負債計 33,965 34,970 △1,005 32,565 

      

Ⅱ．固定負債     

      

 長期債務 76 99 △23 126 

 営業保証預り金 － － － 788 

 

退職給付引当金 

繰延税金負債 

その他 

5,867 

9,359 

397 

7,083 

6,213 

－ 

△1,216 

3,146 

397 

7,868 

4,554 

－ 

 固定負債計 15,699 13,395 2,304 13,336 

      

 （少数株主持分）        

      

    少数株主持分 2,286 2,085 201     1,882 

     

（資本の部）     

     

Ⅰ．資本金 13,260 13,260 － 13,260 

Ⅱ． 資本剰余金 25,242 25,242 － 25,242 

Ⅲ．利益剰余金 136,129 134,572 1,557 134,277 

Ⅳ． その他の包括損益累計額     

      為替換算調整額 △2,460 △3,820 1,360 △3,649 

      未実現有価証券評価損益 10,265 6,565 3,700 4,807 

      追加最小年金債務 － － － △222 

Ⅴ．自己株式 △78 △73 △5 △54 

      資本計 182,358 175,746 6,612 173,661 

負債、少数株主持分及び資本合計 234,308 226,196 8,112 221,444 

(注) 増減金額は当中間期と前期との比較で表示しております。
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Ⅳ－２．連結損益計算書 

 

科  目 

当中間期 

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月 30日

前中間期 

自 平成16年4月 1日

至 平成16年9月 30日

増減金額 

前  期 

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月 31日

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ．売上高 82,566 100.0 83,242 100.0    △676 160,968 100.0 

Ⅱ．営業費用       

   売上原価 41,104 49.8 41,914 50.3    △810 84,041 52.2 

   販売費及び一般管理費 35,168 42.6 37,136 44.6  △1,968 72,261 44.9 

厚生年金基金代行返上に伴う 

   一時処理額控除前利益 
－  △7,100 △8.5    7,100 △7,100 △4.4 

   営業費用計 76,272 92.4   71,950   86.4    4,322 149,202 92.7 

  営業利益 6,294 7.6 11,292 13.6  △4,998 11,766 7.3 

Ⅲ．その他の収益・費用(△)       

   受取利息 101 0.1 91 0.1       10 186 0.1 

   支払利息 △41 △0.0 △39 △0.0      △2 △79 △0.0 

   受取配当金 221 0.3 151 0.2       70 271 0.2 

   投資有価証券売却益 178 0.2 16 0.0      162 571 0.3 

   投資有価証券評価損 △56 △0.1 △294 △0.4      238 △618 △0.4 

   その他の損益(純額) △4 △0.0 △30 △0.0       26 △18 △0.0 

   その他の収益・費用計 399 0.5 △105 △0.1      504 313 0.2 

  税金等調整前中間(当期)純利益 6,693 8.1 11,187 13.5  △4,494 12,079 7.5 

  法人税等        

   当期税額 2,710 3.3 2,717 3.3      △7 3,041 1.9 

   繰延税額 △150 △0.2 2,295 2.8  △2,445 2,759 1.7 

   法人税等計 2,560 3.1 5,012 6.1  △2,452 5,800 3.6 

   持分法による投資利益及び少数 

    株主利益調整前中間(当期)純利益 
4,133 5.0 6,175 7.4  △2,042 6,279 3.9 

  持分法による投資利益 518 0.6 463 0.6       55 871 0.5 

  少数株主利益 △216 △0.2 △143 △0.2     △73 △360 △0.2 

  中間(当期)純利益 4,435 5.4 6,495 7.8  △2,060 6,790 4.2 

１株当たり中間(当期)純利益 30円 81銭 45円 12銭  47円 17銭 

(注) 増減金額は当中間期と前中間期との比較で表示しております。 
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Ⅳ－３．連結包括損益計算書 

 

科  目 

当中間期 

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日

前中間期 

自 平成16年4月 1日

至 平成16年9月30日

増減金額 

前 期 

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

 百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ．中間(当期)純利益 4,435 6,495  △2,060          6,790 

Ⅱ．その他の包括利益(△損失) 

                    －税効果調整後 
   

                 

     為替換算調整額 1,360 △137   1,497 △308 

     未実現有価証券評価損益 3,700 △2,024   5,724 △266 

     追加最小年金債務調整額 － 732   △732 954 

     その他の包括利益(△損失)合計 5,060 △1,429   6,489 380 

    中間(当期)包括利益 9,495 5,066    4,429        7,170 

(注) 増減金額は当中間期と前中間期との比較で表示しております。 
 

Ⅳ－４．連結株主持分計算書 
当中間期 

項目 資本の部 

 
社外流通 

株式数 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 

その他の包括 

損益累計額 
自己株式 

 千株 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成17年4月1日現在 143,944 13,260 25,242 134,572 2,745 △73

 中間純利益 4,435  

 その他の包括利益 

  現金配当 

  （1株当たり 20.0円） 

 

△2,878 

5,060 

 自己株式取得 △4   △5

平成17年9月30日現在 143,940 13,260 25,242 136,129 7,805 △78

 

前中間期 

項目 資本の部 

 
社外流通 

株式数 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 

その他の包括 

損益累計額 
自己株式 

 千株 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成16年4月1日現在 143,964 13,260 25,242 129,941 2,365 △50

 中間純利益 6,495  

 その他の包括損失  △1,429 

 現金配当 

  （1株当たり 15.0円） 
△2,159 

 

 自己株式取得 △4   △4

平成16年9月30日現在 143,960 13,260 25,242 134,277 936 △54

 

前期 

項目 資本の部 

 
社外流通 

株式数 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 

その他の包括 

損益累計額 
自己株式 

 千株 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成16年4月1日現在 143,964 13,260 25,242 129,941 2,365 △50

 当期純利益 6,790  

 その他の包括利益  380 

 現金配当 

  （1株当たり 15.0円） 
△2,159  

 自己株式取得 △20   △23

平成17年3月31日現在 143,944 13,260 25,242 134,572 2,745 △73
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Ⅳ－５．中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

科目 
当中間期 

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日

前中間期 
自 平成16年4月 1日 

至 平成16年9月30日 

前 期 
自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

 百万円 百万円 百万円

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    

 １．中間（当期）純利益 4,435 6,495 6,790 

 ２．営業活動によるキャッシュ・フローへの調整    

  (1)減価償却費 1,599 1,614 3,312 

  (2)繰延税金 △150 2,295 2,759 

  (3)固定資産除売却損益 84 36 133 

  (4)厚生年金基金代行返上に伴う一時処理額控除前利益 － △7,100 △7,100 

  (5)投資有価証券評価損 56 294 618 

  (6)投資有価証券売却益 △178 △16 △571 

  (7)持分法による投資利益（受取配当金控除後） △90 △102 △448 

  (8)資産及び負債の増減    

    売掛債権の増加 △3,465 △4,513 △1,350 

    たな卸資産の減少（△増加） 215 145 △878 

    その他の流動資産等の減少（△増加） △253 762 △1,046 

    買掛債務及び未払金の増加（△減少） △1,919 △177 1,198 

    退職給付引当金の増加（△減少） △820 1,416 1,193 

    未払費用及びその他の流動負債の増加（△減少） 2,774 △557 △2,655 

  (9)その他 202 725 90 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,490 1,317 2,045 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    

 １．有価証券の売却及び償還収入 18,953 23,873 51,990 

 ２．有価証券の取得 △13,478 △19,885 △51,111 

 ３．有形固定資産の売却収入 117 29 340 

 ４．有形固定資産の取得 △2,979 △1,638 △5,418 

 ５．投資の売却及び償還収入 711 25 926 

  ６．関連会社投資の取得 － △15 △16 

 ７．投資の取得 △2,479 △906 △2,985 

 ８．その他の資産の減少（△増加） △75 △2,999 746 

投資活動によるキャッシュ・フロー 770 △1,516 △5,528 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    

 １．短期借入金の純増加（△減少）額 △1,155 △417 2,813 

 ２．長期債務による調達 42 78 45 

 ３．長期債務の返済 △76 △174 △380 

 ４．自己株式の取得 △5 △4 △23 

 ５．配当金の支払 △2,878 △2,159 △2,159 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,072 △2,676 296 

Ⅳ．為替変動による現金及び現金同等物への影響額 148 31 △61 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △664 △2,844 △3,248 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 24,195 27,443 27,443 

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 23,531 24,599 24,195 

補足情報   

  現金支払額     

    利息 42 41 85 

    法人税等 420 2,960 5,395 
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Ⅳ－６．中間連結財務諸表作成の基本となる事項 

 
１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 

主要連結子会社  ㈱スタディオファイブ、九州ワコール製造㈱、㈱トリーカ、 
         ㈱七彩、WACOAL INTERNATIONAL CORP.、WACOAL AMERICA INC.、 
         WACOAL FRANCE S.A.、WACOAL HONG KONG CO.,LTD.、 
         和江留投資股份有限公司、華歌爾（中国）時装有限公司 
主要関連会社      ㈱新栄ワコール、台湾華歌爾股份有限公司、THAI WACOAL PUBLIC CO.,LTD. 

 
 
２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 

変更なし 
 
 
３．中間連結財務諸表の作成基準 
 

米国預託証券（ＡＤＲ）の発行に関して要請された、米国において一般に認められた会計基準による用語・
様式及び作成方法（以下「米国会計基準」という）に準拠して作成しております。なお、米国における会
計に関する諸法令としては、証券取引委員会（ＳＥＣ）の届出及び報告書に関する様式規則（規則Ｓ－Ｘ）、
会計連続通牒等があり、一般に認められた会計基準としては、財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）の基準書、
会計原則審議会（ＡＰＢ）の意見書、会計手続委員会の会計調査公報（ＡＲＢ）等があります。従って「中
間連結財務諸表作成基準」及び「中間連結財務諸表規則」に準拠して作成する場合とはその内容が異なっ
ております。但し、セグメント情報は、「中間連結財務諸表規則」に基づいて作成しております。 

 
４．重要な会計方針 
 

(1)たな卸資産の評価基準 
製品・商品及び仕掛品については主として総平均法、原材料については先入先出法により、いずれも低価
法で評価しております。 

 
(2)有形固定資産の評価基準及び減価償却の方法 

有形固定資産は取得原価で評価しております。減価償却費はその資産の見積耐用年数（資産計上されたリ
ース資産については、そのリース期間）をもとに主として定率法で算出しております。 
 

(3)市場性のある有価証券及び投資有価証券の評価基準 
ＦＡＳＢ基準書第115号の規定に準拠して、市場性のある有価証券及び投資有価証券を「売却可能有価証
券」に分類し、公正価額により評価しております。なお、未実現評価損益は、税効果調整後の金額で資本
の部のその他の包括損益累計額に区分表示しております。 

 
(4)退職給付引当金 

ＦＡＳＢ基準書第87号の規定に準拠して計上しております。 
なお、厚生年金基金の代行部分の返上に関しては、米国発生問題専門委員会基準書03-2「日本の厚生年金 
基金の代行部分返上についての会計処理」を適用しました。 

 
(5)リース取引 

ＦＡＳＢ基準書第13号の規定に準拠して、キャピタルリースについてはリース物件の公正価額で資産計上
し、それに対応する未払債務を計上しております。 

 
(6)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
 

(7)中間連結キャッシュ・フロー計算書 
中間連結キャッシュ・フロー計算書の作成にあたり、３ヶ月以内の定期預金及び譲渡性預金は資金（現金
及び現金同等物）に含めております。 
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（注記事項） 

１．有価証券の時価等                                     （単位：百万円） 

当中間期 

平成 17 年 9月 30 日現在 

前中間期 

平成 16 年 9月 30 日現在 

前 期 

平成 17 年 3月 31 日現在 

 

取得 

原価 

総未実

現利益

総未実 

現損失 

公正 

価額 

取得 

原価 

総未実

現利益

総未実

現損失

公正 

価額 

取得 

原価 

総未実 

現利益 

総未実

現損失

公正 

価額 

有価証券     

 国債･地方債 5,816 9 6 5,819 4,324 10 1 4,333 5,521 16 － 5,537

 社債 17,653 120 49 17,724 19,109 20 2 19,127 19,920 21 15 19,926

 金融機関債 8,606 7 5 8,608 13,674 93 5 13,762 13,412 88 3 13,497

 投資信託 5,683 169 18 5,834 3,065 38 22 3,081 4,404 43 11 4,436

計 37,758 305 78 37,985 40,172 161 30 40,303 43,257 168 29 43,396

投資     

 株式 19,138 19,678 102 38,714 15,873 10,563 167 26,269 17,294 13,398 18 30,674

計 19,138 19,678 102 38,714 15,873 10,563 167 26,269 17,294 13,398 18 30,674

 

 

２．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

 

当社は外国為替の変動リスクに備える目的で、金融派生商品として、先物為替予約契約を用いております。市場取引

以外の取引として為替予約取引がありますが、当中間期末においては評価損益及び契約額がいずれも少額であり重要性

に乏しい為、記載を省略しております。 
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Ⅴ．セグメント情報 

(1)事業の種類別セグメント情報 

 当中間期（平成 17 年 4月 1日～平成 17 年 9月 30 日）                   （単位：百万円） 

 繊維製品及

び関連製品
その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

売上高及び営業損益  

(1)外部顧客に対する売上高 75,662 6,904 82,566 ― 82,566

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
― 2,136 2,136 △2,136 ―

計 75,662 9,040 84,702 △2,136 82,566

営業費用 68,704 8,940 77,644 △1,372 76,272

営業利益 6,958 100 7,058 △764 6,294

 

 前中間期（平成 16 年 4月 1日～平成 16 年 9月 30 日）                   （単位：百万円） 

 繊維製品及

び関連製品
その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

売上高及び営業損益  

(1)外部顧客に対する売上高 76,232 7,010 83,242 ― 83,242

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
― 2,001 2,001 △2,001 ―

計 76,232 9,011 85,243 △2,001 83,242

営業費用 71,573 8,958 80,531 △8,581 71,950

営業利益 4,659 53 4,712 6,580 11,292

 

 前期（平成 16 年 4月 1 日～平成 17 年 3月 31 日）                      （単位：百万円） 

 繊維製品及

び関連製品
その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

売上高及び営業損益  

(1)外部顧客に対する売上高 145,234 15,734 160,968 ― 160,968

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
― 4,172 4,172 △4,172 ―

計 145,234 19,906 165,140 △4,172 160,968

営業費用 140,299 19,562 159,861 △10,659 149,202

営業利益 4,935 344 5,279 6,487 11,766

（注）１．セグメント情報は、「中間連結財務諸表規則」に基づいて作成しております。 

   ２．事業区分は、製品をその種類・性質・販売市場の類似性により、繊維製品及び関連製品とその他に区分して 

     おります。 

   ３．各事業の主な製品 

      繊維製品及び関連製品・・・・ｲﾝﾅｰｳｪｱ（ﾌｧﾝﾃﾞｰｼｮﾝ、ﾗﾝｼﾞｪﾘｰ、ﾅｲﾄｳｪｱ、ﾘﾄﾙｲﾝﾅｰ）、ｱｳﾀｰｳｪｱ、ｽﾎﾟｰﾂｳｪｱ、 

                    ﾚｯｸﾞﾆｯﾄ他 

      その他       ・・・・ﾏﾈｷﾝ人形、店舗設計・施工、飲食・文化・ｻｰﾋﾞｽ他 

      ４．営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（△収益）の金額は、前中間連結会計年度△ 

          6,580 百万円、前連結会計年度△6,487 百万円、当中間連結会計年度 764 百万円であり、その主なものは、 

          前中間連結会計年度及び前連結会計年度は、本社管理部門に係る費用及び厚生年金代行返上に伴う一時処理 

          額控除前利益等であり、当中間連結会計年度は本社管理部門に係る費用等であります。 
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(2)所在地別セグメント情報 

 当中間期（平成 17 年 4 月 1日～平成 17 年 9月 30 日）                    （単位：百万円） 

 
日本 アジア 欧米 計 

消去又は 
全社 

連結 

売上高及び営業損益   

(1)外部顧客に対する売上高 72,963 2,903 6,700 82,566 ― 82,566

(2)セグメント間の内部売上高 
又は振替高 562 2,336 1 2,899 △2,899 ―

計 73,525 5,239 6,701 85,465 △2,899 82,566

営業費用 67,694 4,788 5,925 78,407 △2,135 76,272

営業利益 5,831 451 776 7,058 △764 6,294

 

 前中間期（平成 16 年 4 月 1日～平成 16 年 9月 30 日）                    （単位：百万円） 

 
日本 アジア 欧米 計 

消去又は 
全社 

連結 

売上高及び営業損益   

(1)外部顧客に対する売上高 74,381 2,716 6,145 83,242 ― 83,242

(2)セグメント間の内部売上高 
又は振替高 488 2,006 ― 2,494 △2,494 ―

計 74,869 4,722 6,145 85,736 △2,494 83,242

営業費用 71,380 4,241 5,403 81,024 △9,074 71,950

営業利益 3,489 481 742 4,712 6,580 11,292

 

 前期（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3月 31 日）                      （単位：百万円） 

 
日本 アジア 欧米 計 

消去又は 
全社 

連結 

売上高及び営業損益   

(1)外部顧客に対する売上高 142,993 5,176 12,799 160,968 ― 160,968

(2)セグメント間の内部売上高 
又は振替高 993 4,090 0 5,083 △5,083 ―

計 143,986 9,266 12,799 166,051 △5,083 160,968

営業費用 140,455 8,732 11,585 160,772 △11,570 149,202

営業利益 3,531 534 1,214 5,279 6,487 11,766

（注）１．セグメント情報は、「中間連結財務諸表規則」に基づいて作成しております。 

      ２．国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

   ３．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

      アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

      欧 米：米国及びヨーロッパ諸国 

      ４．営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（△収益）の金額は、前中間連結会計年度△ 

          6,580 百万円、前連結会計年度△6,487 百万円、当中間連結会計年度 764 百万円であり、その主なものは、 

          前中間連結会計年度及び前連結会計年度は、本社管理部門に係る費用及び厚生年金代行返上に伴う一時処理 

          額控除前利益等であり、当中間連結会計年度は本社管理部門に係る費用等であります。 
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(3)海外売上高 

 当中間期（平成 17 年 4 月 1日～平成 17 年 9月 30 日）                    （単位：百万円） 

 アジア 欧米 計 

Ⅰ．海外売上高 2,903 6,700 9,603 

Ⅱ．連結売上高 － － 82,566 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 3.5% 8.1% 11.6% 

 

 前中間期（平成 16 年 4 月 1日～平成 16 年 9月 30 日）                    （単位：百万円） 

 アジア 欧米 計 

Ⅰ．海外売上高 2,716 6,145  8,861 

Ⅱ．連結売上高 － － 83,242 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 3.2% 7.4% 10.6% 

 

 前期（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3月 31 日）                      （単位：百万円） 

 アジア 欧米 計 

Ⅰ．海外売上高 5,176 12,799  17,975 

Ⅱ．連結売上高 － － 160,968 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 3.2% 8.0% 11.2% 

（注）１．セグメント情報は、「中間連結財務諸表規則」に基づいて作成しております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

      アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

      欧 米：米国及びヨーロッパ諸国 
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Ⅵ．生産及び販売の状況 

(1)生産実績 

当中間期 前中間期 前  期 

自 平成17年4月    1     日 

至 平成17年9月30    日 

自 平成16年4月    1     日 

至 平成16年9月30    日 

自 平成16年4月    1     日 

至 平成17年3月31    日 

事業の種類別セグメントの

名称 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

繊維製品及び関連製品 34,527 100.0 35,213 100.0 66,614 100.0 

 

 

(2)販売実績 

当中間期 前中間期 前  期 

自 平成17年4月    1     日 

至 平成17年9月30    日 

自 平成16年4月    1     日 

至 平成16年9月30    日 

自 平成16年4月    1     日 

至 平成17年3月31    日 

事業の種類別 

セグメントの名称 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

インナーウェア      

 ファンデーション
 ・ランジェリー

61,511 74.5 61,244 73.6 114,895 71.4 

 
ナイトウェア 5,268 6.4 5,364 6.4 10,746 6.7 

 
リトルインナー 1,217 1.5 1,247 1.5 2,317 1.4 

小  計 67,996 82.4 67,855 81.5 127,958 79.5 

アウターウェア 
・スポーツウェア等 

4,658 5.6 4,948 6.0 9,628 6.0 

レッグニット 1,201 1.4 1,064 1.3 2,398 1.5 

その他繊維製品 

   及び関連製品 
1,807 2.2 2,365 2.8 5,250 3.2 

繊 

維 

製 

品 

及 

び 

関 

連 

製 

品  

計 75,662 91.6 76,232 91.6 145,234 90.2 

そ の 他 6,904 8.4 7,010 8.4 15,734 9.8 

合  計 82,566 100.0 83,242 100.0 160,968 100.0 

 

 




